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1. はじめに  

鉄道では，地震に対する事前の取り組みとして耐震設計，耐震補強，脱線・逸脱防止対策など

を，事後の対策として沿線で観測された地震動の揺れの大きさに基づく運転規制と点検などを行

っている．これらの対策を取った上で地震時のさらに高い安全性を目指し，大きな揺れが来る直

前の対策として，1980 年代より前線検知型の早期地震警報による運転制御 1)，1990 年代よりＰ波

の解析に基づく早期地震警報による運転制御 2)が新幹線で実用化されている．早期地震警報シス

テムはその後改良され 3)，現在は，自社のシステムによる警報のみならず，気象庁の緊急地震速

報を併用するなど，様々な形で早期地震警報の活用が行われている． 

 

2. 現行の新幹線早期地震警報システム 

2.1 システムの構成 

現行の新幹線早期地震警報システム 4)は，沿線に約 10～20km 間隔で設置された地震計，沿線か

ら離れて設置された地震計，およびこれらの地震計の情報をネットワーク経由で中継するサーバ

から構成される．各地震計は規定値超過による警報（Ｓ波警報），Ｐ波から計算された地震諸元に

よる警報（Ｐ波警報）を出力する機能を持つ．また，沿線の地震計は自機の出力した警報あるい

は他機の出力した警報に基づき，変電所から列車への電力の供給を停止するための信号を即座に

発する．図 1 に現行の新幹線早期地震警報システムの地震計の設置状況，図 2 にシステム構成の

概要を示す． 

2.2 Ｓ波警報機能 

ローパスフィルタ処理を行った加速度振幅を監視し，観測値が規定値を超過した場合に警報を

発する機能である．沿線から離れた箇所に設置された地震計が発するＳ波警報により運転制御を

行う場合，この情報は前線検知型の早期地震警報として活用されることになる．Ｓ波警報では，

事前に定めた区間に対して運転制御を行う． 

2.3 Ｐ波警報機能 

単独観測点のＰ波データから，震央位置およびマグニチュードを求め，これらの情報から地震

の影響範囲を推定して警報を発する機能である．震央情報のうち，震央距離はＢ－⊿法 5)，震央

方位は主成分分析法 6)を用いて求められる．またマグニチュードは上記の震央距離と変位振幅か

ら距離減衰式を利用して定められたタイミングで逐次求められる．さらに，過去の地震による鉄

道被害を震央距離とマグニチュードにより整理した経験式 7)を事前に作成し，Ｐ波より求めた震

央距離とマグニチュードをこの経験式に照合することにより，地震の影響範囲を速やかに推定す

る．Ｐ波警報ではこの影響範囲の区間に関して運転制御を行う． 

 

3. 緊急地震速報の活用 

 鉄道分野では緊急地震速報の導入も積極的に進められている．一部の事業者は自社の早期地震
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警報システムの警報と緊急地震速報を併用し，どちらかが警報を発した時点で運転制御を実施す

るシステムを構築している．運転制御の判断には，距離減衰式を用いて予測された揺れの大きさ

に基づくもの，２．３に記述した影響範囲推定に基づくものなど，いくつか手法が用いられてい

る． 

 

4. まとめ 

鉄道分野では地震時の高い安全性を目指し，他の地震対策と併用する形で早期地震警報を活用

している．また，より効果的な活用に向けて様々な取り組みが行われている． 
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図1 新幹線早期警報用地震計の設置状況 
Fig.1 Seismograph of earthquake early warning system for railway 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図2 新幹線早期地震警報システムの構成図 
Fig.2 Configuration of earthquake early warning system for railway 
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